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ガイドラインの改定経緯

継
続
的
な
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

〇 若手技術者の評価制度の見直し（人材育成の取組評価）
○ 評価項目（着目点）の見直し

■令和５年度 大幅改定

〇 競争性の確保（参加者の拡大）
〇 若手技術者の活躍推進

〇 賃上げ実施企業への加点措置

■令和７年度 改定

〇 地域コンサルタント活用の試行（地域限定型）

○ ワーク・ライフ・バランスに関する評価の導入

ガイドライン改定およびモニタリング継続（今回）

令和5年度にガイドラインを大幅改定し、参加者拡大や若手技術者の活用促進等の
取組を実施した。
令和6・7年度は、当時の情勢や地域実情を踏まえた見直しを実施してきた。
今年度は、これまでの改定内容を踏まえ、ガイドライン改定及びモニタリングを継
続する。

■令和６年度 改定



令和８年度 改定のポイント

最近の動向：建設関連団体からの意見

改善方針

品質向上における対象領域の明示【総合評価(簡易型)】

最近の動向：発注関係事務の運用に関する指針（令和７年２月改正）

・総合評価（簡易型）における「品質確保」の評価テーマ設定に関する改善要望
・簡易型にテーマ設定がないことによる、入札参加者における情報格差の改善要望

（業務の内容等に応じた技術提案の評価内容の設定）
発注者は、一定の資格、実績、成績等のみを競争参加資格条件とすることにより品質を確保で
きる業務などを除き、競争に参加しようとする者に対し技術提案を求めるよう努める。
技術提案を求める場合には、技術提案に係る事務負担に配慮するとともに、業務の内容、地

域の実情等を踏まえた適切な評価内容を設定する。
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今年度は、最近の動向および建設関連団体からの意見を踏まえ、ガイドラインの改
定を行う。



品質向上における対象領域の明示（１） 総合評価(簡易型)
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総合評価（簡易型）の技術提案書について、より具体的な提案を促すため、実施方
針を「品質向上」に見直し、対象領域を明示する。
令和8年10月1日以降に公告（公示）する業務に適用する。

※「○○における」に記載する対象は数量総括表における工種等を想定

向上

品質向上の対象領域を明確化することで、提案内容の具体化および評価の明確化を図る。



総合評価（簡易型）の技術提案書について、より具体的な提案を促すため、実施方針を
「品質向上」に見直し対象領域を明示する。：「○○における品質向上」
○○には、業務の中で品質向上を求める数量総括表における工種等を明示する。

品質向上における対象領域の明示（２）

品質向上に記載する対象の一例

品質向上を求める対象領域を指定することで
①入札参加者における情報格差の改善を図る。
②評価者における技術提案書評価の統一化を図る。

総合評価(簡易型)
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【実施方針（品質向上）様式記載方法】

提案の概要
「提案の概要」には、提案内容を簡潔に記載する。

提案に関する着目点
「提案に関する着目点」には、品質向上の留意点・課題等と
いった着目点や、提案に至った背景等について簡潔に記載す
ること。
業務内容に適した提案であるか評価するため、業務内容と提
案内容の関連性を明確にすること。

提案に関する詳細な内容
「提案に関する詳細な内容」には、「提案に関する着目点」
を踏まえた方法や手順等の詳細な内容について具体的に記載
すること。

提案内容を実施したことによる効果
「提案内容を実施したことによる効果」には、効果を裏付け
る根拠や実績等について具体的に記載すること。
効果は定量的に記載することとし、定量的な記載が難しい場
合は定性的に記載すること。
実績が少ない新たな取り組みについては、これまでの取り組
みとの比較等で取り組みの有効性を説明すること。

※提案はＡ４判片面１枚までに記載すること。

品質向上における対象領域の明示（３） 総合評価(簡易型)
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評価対象期間の更新（１）
プロポーザル
総 合 評 価
価 格 競 争

平成２８年度以降公告(公示)日までに完了平成２７年度以降公告(公示)日までに完了業務実績参加企業

平成２８年度以降公告(公示)日までに完了平成２７年度以降公告(公示)日までに完了業務実績配置予定技術者

令和７年度・令和８年度での優良業務表彰令和６年度・令和７年度での優良業務表彰優良業務表彰

基
本
事
項

（
企
業
）

令和６年度・令和７年度での表彰令和５年度・令和６年度での表彰ｲﾝﾌﾗDX大賞
中部DX大賞

平成２８年度以降公告(公示)日までに完了平成２７年度以降公告(公示)日までに完了
地域精通度
（地域での業務経験）
※簡易公募型競争【地域型】

平成２８年度以降公告(公示)日までに完了平成２７年度以降公告(公示)日までに完了業務実績

基
本
事
項

（
技
術
者
）

令和４年度から令和７年度末までに完了令和３年度から令和６年度末までに完了業務成績（技術者評定）

令和５年度から令和８年度での優良技術者表彰令和４年度から令和７年度での優良技術者表彰優良技術者表彰

令和４年度から令和７年度での表彰令和３年度から令和６年度での表彰海外ｲﾝﾌﾗﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
優秀技術者

平成２８年度以降公告(公示)日までに完了平成２７年度以降公告(公示)日までに完了
地域精通度
（地域での業務経験）
※簡易公募型競争【地域型】

各項目において評価対象の期間を１年分更新。
令和8年８月１日以降に公告（公示）する業務から適用。

R8.8.1適用
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価 格 競 争

中部地方整備局（港湾空港部を除く）における
当該年度契約額を令和３年度～令和７年度
（過去５年間）の年平均契約額で除する

中部地方整備局（港湾空港部を除く）における
当該年度契約額を令和２年度～令和６年度
（過去５年間）の年平均契約額で除する

手持ち業務量

中部地方整備局（港湾空港部を除く）における
令和３年度～令和７年度（過去５年間）で評価

中部地方整備局（港湾空港部を除く）における
令和２年度～令和６年度（過去５年間）で評価業務成績

令和６年度・令和７年度の２ヶ年令和５年度・令和６年度の２ヶ年業務成績
(60点未満はﾏｲﾅｽ評価)

中部地方整備局（港湾空港部を除く）が行う
令和７年度・令和８年度（過去２年間）の
優良業務表彰の有無を評価

中部地方整備局（港湾空港部を除く）が行う
令和６年度・令和７年度（過去２年間）の
優良業務表彰の有無を評価

優良業務

平成２８年度以降公告(公示)日までに完了平成２７年度以降公告(公示)日までに完了業務実績

各項目において評価対象の期間を１年分更新。
令和８年８月１日以降に公告（公示）する業務から適用。

評価対象期間の更新（２）R8.8.1適用



評価ミス防止の観点から、昨年度試行的に導入した参考自己評価資料の提出※を
ガイドラインに明示する。

参考自己評価資料（プロポーザル）
様式－１８

評価
項目

配点
評価

（入力）
※１

評価
エラー
チェック

※１

① 優良業務表彰（局長表彰）の実績が確認できる。又は、
インフラDX大賞の受賞実績が確認できる。 2

② 優良業務表彰（部長又は事務所長表彰）の実績が確認
できる。又は、中部DX大賞の受賞実績が確認できる。 1

③ 優良業務表彰等の実績が確認できない。 0

①　○○事務所管内に本社(店)を有する。 4

②　○○県内に本社(店)を有する。 3

③　○○事務所管内に支社(店)又は営業所等を有する。 2

④　○○県内に支社(店)又は営業所等を有する。 1

⑤　上記以外 0

①　認定を受けている。 0.5

②　認定を受けていない。 0

0

①　技術士、博士
※業種区分が「測量」の場合は『測量士』 5

②　国土交通省登録技術者資格（選定要件に定めた施設分
野等に限る） 3

③　上記以外の競争参加資格要件として設定した資格 1

①　同種業務の実績を有する。 5

②　類似業務の実績を有する。 3

①　７８点以上 6

②　７５点以上７８点未満
※平均点算出の対象となる業務実績がなく、同種・類似の
業務実績として発注者の立場で行った請負業務の実績を表
明した者は②と同等評価とする。

4

③　７２点以上７５点未満
※平均点算出の対象となる業務実績がなく、同種・類似の
業務実績として過去４年間における業務実績を表明した者
は③と同等評価とする。

2

④　６０点以上７２点未満
※平均点算出の対象となる業務実績がなく、上記②・③に
該当しない者は④と同等評価とする。

0

⑤　６０点未満
欠

小計

国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部（港湾空港関
係を除く）が発注手続を行った本業務と同一の業種区分の業務の
うち、配置予定技術者が管理技術者又は担当技術者、照査技術
者として従事した業務における技術者評定の平均を評価する。

-
未
入
力

未
入
力

-
未
入
力

基
本
事
項

（
企
業

）

管

資格

業務実績 競争参加資格要件として設定した業務実績を評価する。

地域精通度
（業務拠点）

-
未
入
力

業務成績（技
術者評定）

評価の着目点

ワーク・ライフ・
バランス等の
促進

次に掲げるいずれかの認定を受けている場合に評価する。
・女性活躍推進法に基づく認定
・次世代法に基づく認定
・若者雇用促進法に基づく認定

-
未
入
力

企
業

企業信頼度
（優良業務表
彰等）

・国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局開発建設部（港湾空港
関係を除く）が発注手続を行った本業務と同一の業種区分の業務
のうち、優良業務表彰を受けた実績を評価する。
・国土交通本省が行う「インフラDX大賞」、中部地方整備局が行う
「中部DX大賞」を受賞した実績を評価する。

業務拠点を評価する。

評価項目として設定していない　※３

-
未
入
力

競争参加資格要件として設定した資格を評価する。 -

参考自己評価資料（総合評価）
様式－１９

評価
項目

配点
評価

（入力）
※１

評価
エラー
チェック

※１

①　○○事務所管内に本社(店)を有する。 4

②　○○県内に本社(店)を有する。 3

③　○○事務所管内に支社(店)又は営業所等を有する。 2

④　○○県内に支社(店)又は営業所等を有する。 1

⑤　上記以外 0

① 優良業務表彰（局長表彰）の実績が確認できる。又は、
インフラDX大賞の受賞実績が確認できる。 2

② 優良業務表彰（部長又は事務所長表彰）の実績が確認
できる。又は、中部DX大賞の受賞実績が確認できる。 1

③ 優良業務表彰等の実績が確認できない。 0

①　対前年度または前年比で給与等受給者一人当たりの
平均受給額を３％以上増加させる旨、従業員に表明してい
る。【大企業】

2

②　対前年度または前年比で給与総額又は給与等受給者
一人当たりの平均受給額を1.5％以上増加させる旨、従業員
に表明している。【中小企業等】

2

③　表明はあるが条件を満足していない。 0

④　表明なし。 -

①　賃上げの実施が未実行 -3

②　上記以外 0

①　認定を受けている。 0.5

②　認定を受けていない。 0

0

①　技術士、博士
※業種区分が「測量」の場合は『測量士』 3

②　国土交通省登録技術者資格（参加資格要件に定めた施
設分野等に限る） 2

③　上記以外の競争参加資格要件として設定した資格 1

資格 競争参加資格要件として設定した資格を評価する。 -
未
入
力

未
入
力

未
入
力

未
入
力

未
入
力

未
入
力

-

-

-

基
本
事
項

（
企
業

）

企
業

賃上げ表明 賃上げの実施を表明した企業等に対し評価する。

ワーク・ライフ・
バランス等の
促進

次に掲げるいずれかの認定を受けている場合に評価する。
・女性活躍推進法に基づく認定
・次世代法に基づく認定
・若者雇用促進法に基づく認定

賃上げ実績
前年度（又は前年）において賃上げ表明で加点を受けたが、賃上
げの実施が未実行であった企業等に対し減点する。 -

-

小計

評価の着目点

業務拠点 業務拠点を評価する。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く）が発注手続を行った本業
務と同一の業種区分の業務のうち、中部地方整備局長、部長ま
たは中部地方整備局管内の事務所長から優良業務表彰を受けた
実績を評価する。
・国土交通本省が行う「インフラDX大賞」、中部地方整備局が行う
「中部DX大賞」を受賞した実績を評価する。

企業信頼度
（優良業務表
彰等）

参考自己評価資料様式

プロポーザル
総 合 評 価

評価ミス防止に向けた参考自己評価資料の提出

参考自己評価資料の提出を制度化し、評価ミスの防止を図る。

提出された資料を基に、評価者による確認を行う。 ※評価内容はあくまで参考扱いとする
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※ 申請書等提出時に参考自己評価資料の提出を求める試行について (R7.9.12事務連絡)


